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１ 自立支援協議会

障害のある人の地域における自立した生活を支援していくためには、関係機関や関係団体、

障害福祉サービス事業者や医療・教育・雇用を含めた関係者が地域の課題を共有し、地域の支

援体制の整備について協議を行うことが重要です。 

これを担う自立支援協議会が整備法により位置付けされ、サービス等利用計画の質の向上、

地域移行のネットワークや資源開発、地域における障害者虐待防止等のためのネットワークの

役割の強化等が必要なことから、さらなる運営の活性化を図っていくことが求められています。 

本市は、平成19年度に富山市障害者自立支援協議会を設置しています。障害者計画、障害福

祉計画の推進のため、計画の進捗状況、実施事業等に対する評価を行い、効果的かつ適切な事

業の推進に努めるとともに、地域が抱える様々な課題に対して自立支援協議会が中心となって

取り組んでいきます。 

２ 地域生活への移行支援

富山市民で障害者支援施設や療養介護施設等に入所・入院している人が500人以上います。

入所・入院には、食事時間や消灯時間など制限が加えられます。病気やケガなどによる入院な

ら一時的なことですからやむを得ませんが、入所・入院が長期に渡ることは苦痛を伴います。

入所・入院している人の中には、住まいの場や地域での支援体制等が整えば、グループホーム

や自宅などで暮らすことができる人もいます。 

入所・入院から地域生活への移行、地域生活の継続の支援に関するサービス提供体制を整え、

障害のある人の生活を地域全体で支えるシステムを実現するため、地域生活支援の拠点づくり、

ＮＰＯ等によるインフォーマルサービスの提供など、地域の社会資源を最大限に活用した提供

体制の整備を進めていきます。 

３ 一般就労への移行支援

就労移行支援等を実施しても、その受け皿となる一般就労先がなければ、障害のある人の一

般就労は広がりません。障害のある人の一般就労への移行を支援するため、障害のある人の就

労・雇用の場の確保に努め、雇用機会の拡大を図ります。 
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(1) 就労移行支援事業の充実 

○就労継続支援事業所に就労移行支援事業の実施を要請するとともに、新たな事業所の参入

を促進し、就労移行支援事業利用希望者のニーズに応じた事業所の増大を図ります。 

○就労移行支援事業所においては、支援対象者の状態に応じた個別支援計画を作成し、一般

就労に向けた訓練等を実施するよう、指導します。 

(2) 事業者への啓発、広報 

○障害のある人ができるかぎり一般就労できるよう、公共職業安定所、障害者就業・生活支

援センター等の関係機関と連携し、障害者雇用について、地元の工場や商店など事業者の

理解を促進するための啓発に努めます。 

○事業者に対し、障害者雇用納付金制度に基づく各種助成金や税制上の優遇措置等の周知を

図ります。 

(3) 雇用機会の拡大 

○障害のある人の就労促進のため、就労相談や就労情報の提供を推進します。 

○障害のある人の雇用環境に特別の配慮を行い、障害のある人を集中的に雇用する特例子会

社の設置の普及に努めます。 

○障害のある人の雇用に結びつくよう、個々の態様に応じた委託訓練事業やトライアル雇用

の活用に努めます。 

(4) 雇用・就労の支援 

○就労を希望する障害のある人の就労に至る支援や障害のある人の就労を継続するための

支援を行う障害者就業・生活支援センターのＰＲを行います。 

○障害のある人の側に立つ就労援助者が職場に出向いて仕事を共にするジョブコーチ制度

や、視覚・聴覚に障害のある人の業務を補助するヒューマンアシスタントの普及を図りま

す。 

○障害のある人の雇用を促進するため、事業主に対する支援の充実を図ります。 

○障害のある人が働きやすい職場環境にするための啓発活動に努めていきます。 

○就労と生活全般の安定を図るため、職場訪問、家庭訪問などによる就労支援体制の充実を

図ります。 
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○国・県と連携して、障害のある人の特性に配慮した職業リハビリテーションの充実を促進

します。 

(5) 市の取組み 

平成25年度から「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法

律」（本項において「障害者優先調達推進法」といいます）が施行されています。本市にお

いては、障害者就労施設から優先的に物品を購入し、又は役務の提供を受けるよう努めてお

り、さらに、市の入札参加資格の認定にあたり、その評価項目に障害者雇用の状況を取り入

れ、積極的に障害者雇用対策を進めている事業者が優遇されるよう努めています。 

市役所全部署において、その使用する物品や提供される役務について検討し、可能な限り

障害者就労施設、在宅就業障害者および在宅就業支援団体から受注するよう努めます。また、

新規事業等を行う場合にも、障害者優先調達推進法の趣旨を念頭において取り組みます。 

４ 介護保険サービス提供事業所の利用

介護保険の訪問介護事業所、通所介護事業所、短期入所生活介護事業所、居宅介護支援事業

所等は、本市に数多くあります。これらの事業所が、障害福祉サービスの居宅介護、重度訪問

介護、生活介護、短期入所、相談支援等を実施することは可能と考えられます。そうすれば、

障害のある人も自宅の近くの事業所のサービスを受けることが可能です。富山型デイサービス

の発祥の地である本市は、介護保険サービスの介護サービス提供事業所をはじめ、介護保険担

当部署と連携して、障害福祉サービスの介護サービス提供量の充実と障害特性に留意したサー

ビスの質の向上をめざします。 

５ 虐待防止に対する取組み

平成23年６月、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（本項に

おいて「障害者虐待防止法」といいます）が成立し、平成24年10月から施行されました。障

害者虐待防止法に定める虐待の種類は、①身体的暴力による虐待、②性的虐待、③心理的外傷

を与える虐待、④日常生活の世話の放棄、⑤経済的虐待、の５分類としています。また、虐待
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の起こる場所を家庭内に限定しないで福祉施設や職場も想定し、虐待を行う者として、養護者

のほか、福祉施設の職員や職場の上司等も想定範囲に含めた対策の必要性を明記しており、指

定障害福祉サービス等の事業者は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、責任者を置く

等の必要な体制を整備し、従業員に対して、研修を実施するなどの措置を求めています。 

虐待は、人間としての尊厳を無視した基本的人権を侵害する行為であることを認識して、

日々介護にあたるホームヘルパーや施設職員、相談業務を担当する職員、障害のある人の勤務

先の職員、民生委員・児童委員、近隣住民等がその発見に努め、行政を含めた関係機関が連携

して解決に当たらなければなりません。 

本市においては、障害者虐待防止法に基づく、障害者虐待の通報や届け出の受理、相談・指

導・助言、広報等を行う機関である障害者虐待防止センターの機能を障害福祉課に持たせてい

ます。 

障害者自立支援協議会を活用して、障害者虐待防止センター機能が十分発揮できるよう、福

祉事務所、児童相談所、心の健康センター、保健所、消費生活センター、障害者（児）団体、

学校、警察、法務局、司法関係者、民生委員・児童委員、人権擁護委員等から成るネットワー

クの構築、障害者等に対する虐待の未然の防止、虐待が発生した場合の迅速かつ適切な対応な

ど、虐待防止に向けたシステムの整備に取り組んでいきます。 

また、住民からの虐待に関する通報があった場合に、速やかに障害のある人の安全の確認や

事実確認を行うことができる体制を整備します。 

６ 障害を理由とする差別の解消

国連の「障害者の権利に関する条約」の締結に向けた国内法制度の整備の一環として、全て

の国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いなが

ら共生する社会の実現に向け、障害を理由とする差別の解消を推進することを目的として、平

成25年６月、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（本項において「障害者差別

解消法」といいます）が制定され、平成28年４月１日から施行されます。 

障害者差別解消法では、行政機関や民間事業者等による「障害を理由とする差別」の禁止を

定めています。これには、通行、利用しにくい物理的障壁、利用しにくい制度などの社会的障

壁、障害のある人の存在を意識していない慣習、文化、障害のある人への偏見などが含まれて
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います。 

本市においては、市職員に障害者差別解消法の趣旨を徹底的に理解させるとともに、民間事

業者をはじめすべての市民にこの法律の目的が浸透するよう広報活動に努めます。 

７ 広報・啓発

この計画は、行政が中心になって、福祉、医療、労働分野の関係者や障害福祉サービス提供

事業所等の協力を得て進めていく必要があります。また、サービスを受けることができる人が、

サービス内容・手続き等を知らなければサービスを受けることができません。 

この計画および障害者総合支援法のサービス等の広報・啓発に努めます。 
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